


　

　

　まず右図を見ていただきましょう。棒グラフ上は’８９年から’２２年までの消費税収、下は法人税
減税額（’８９年基準）です。線グラフはそれぞれの税率です。
　消費税率が上がれば法人税率が下がっていま
す。つまり、法人税減税で落ち込んだ税を消費者
が負担してきたことがハッキリと読み取れます。
 　近年ではその負担額は穴埋めを上回っていて
 政府、財務省は社会保障に全額を使っていると

　大多数の人々は懸命に生活のやりくりをしながら暮らしを立てています。日々の仕事や雑事に追われ、
なかなか政治にもの申すことができません。これは与党、財界にとってはやり易いこと、有権者は眠ら
せておきたいのですから。無関心は好ましく、現に台湾有事を煽り抑止力が必要だと思い込ませ防衛財
源法、防衛産業強化法を成立させ商機を狙っています。平和国家日本に米国と同様な軍産複合体を新た
な社会構造としてつくらせてはいけません。４３兆円をごく一部の利益へと目論みますが、懸命に働く
人々にこそ投資される構造にすべきと思います。一人当たりの賃金は２５年間ずっと低落してきていま
す。この傾向は日本のみで、ここにきて８９％まで低下してしまいました。このおかしな構造は自民党
による経済政策の失敗と言えます。所得向上策はあります。まずは消費税制を変えることです。大資本
が毎年最高益を更新し続け恩恵をうける構造から、痛税感をやわらげ私たちを救う税制へ転換すること
です。総選挙が取り沙汰されています。自らの意思を示し変えられるときが近づいてきています。
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